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1.	はじめに

東京大学は、これまで学内の男女共同参画の
推進、女性研究者採用加速制度の定着等の取組
を積極的に進めてきた。しかしながら、依然と
して日本人男性が多数を占める均質な構成員を前
提として大学が運営されてきているため、意識改
革によって多様性を重視する大学へと変革を目指
す取り組みも行ってきた。このような状況の中、
2022 年度から文部科学省科学技術人材育成費補
助事業ダイバーシティ環境実現イニシアティブ

（女性リーダー育成型）の採択を受けて、新たに
「UTokyo 男女＋協働改革 #WeChange」事業（以下、
「#WeChange プロジェクト」と記す）を開始した。

#WeChange プロジェクトは、3 つの目標と行動
計画から構成されている。目標Ⅰは「男女＋協働
改革への基盤整備―マジョリティ側の意識改革」、

目標Ⅱは「大学院生からシニアまでのシームレス
な女性研究者キャリアアップ支援」、目標Ⅲは「女
性教員の加速的増加」である。その中で目標Ⅰの
構成員の意識変容を第一の柱と位置づけ、その基
盤の上に立って、女性研究者のキャリアアップと
女性教員の増加を目指している。1

本稿では、#WeChange プロジェクトの「第一
の柱」である目標Ⅰ「男女＋協働改革への基盤整
備―マジョリティ側の意識改革」の最初の取り
組みとして、東京大学男女共同参画室（当時の名
称）が 2023 年度に実施した全教職員対象のジェ
ンダー・エクイティ研修「誰にでもある思い込み
と向き合う（Understanding Our Own Bias）」（以
下、「本研修」と記す）の実践と効果検証につい
て報告する。

1 「UTokyo 男女＋協働改革#WeChange」の詳細については、小川（2024）の「5.4　東京大学における女性研究者支
援と「UTokyo 男女＋協働改革＃WeChange」の取組」（pp.104-106）を参照されたい。
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2.	ジェンダー関連研修の効果検証

海外においては、ウィスコンシン大学マディソ
ン校（以下、「ウィスコンシン大学」と記す）に
おいて「Beaking Bias Habit」と名付けられたワー
クショップが実施され、その効果についての検証
が行われた（Devine et al., 2017）。ワークショッ
プを受ける部局（介入群）と受けない部局（非介
入群）を設定し、3 日後と 3 か月後に研修の効果
を比較した。ワークショップを受けた部局は、ジェ
ンダーについての意識、偏見がない受け答えに対
するモチベーション、ジェンダー平等促進への主
体性が高まり、その結果として、女性雇用率も上
がった。無意識のバイアスの軽減や女性雇用率の
向上のために、ワークショップは有効的だったと
結論付けた。国内でも、多くの大学が教職員や学
生を対象にダイバーシティ関連の研修を実施して
いる。長堀（2022）では、北海道大学で 8 名の
教員を対象に実施された「シャドウイング研修支
援」の効果について、研修受講者からのフィード
バックなどからその効果についてまとめられてい
るが、全教職員を対象とした研修の効果について
数値化され、公表・分析された例はほとんどない。

本調査においては、全教職員が本研修を受講す
ることが最重要事項であるため、ウィスコンシン
大学のように介入群と非介入群に分けて（すなわ
ち、受講しない群を作って）比較することによる
効果検証は計画しなかった。また、受講者全員に
対して研修前（ウィスコンシン大学の例にならえ
ば 2 日前）と研修後（ウィスコンシン大学の例に
ならえば 3 日後と 3 か月後）にアンケートを実施
した場合、回答率が低くなることが予測されるた
め、高い回答率を確保するために、研修受講の直

前と直後にアンケートに回答する設計とした。こ
のため受講直前にアンケートに回答する群と受講
直後に回答する群を事前に無作為に分けることに
よって、前者が「非介入」時点、後者が「介入後」
時点の回答となるように設計している。

行動の変化を振り返るには一定期間が必要であ
り、また、全教職員の女性比率の変容という構造
の変化を見ていくにはさらに長期的な調査の必要 
があるため、長期的な「非介入群」を作ることの
できない本研究では調査対象としなかった。結果
として、本研修が受講者に与える「意識」への影
響に焦点を当てて本研修の効果検証を明らかにす
ることを目指した。

3.	本研修の概要

教職員向けの研修実施についての検討のため、
2022 年度に、男女共同参画室（当時の名称）の
下に新たにジェンダー・ジャスティス研修ワーキ
ンググループ（以下、WG）を設置し、2023 年度
実施分の研修内容を検討し、無意識のバイアスを
中心とした教材（日本語版および英語版の動画）
を作成した。そして、2023 年 9 月から 10 月にか
けて、東京大学の全教職員を対象に本研修が実施
された。対象者17,352名のうち13,146人が受講し、
期間中の受講率は約 78% であった。また、本研
修は全教職員を対象に受講を義務付けた（未受講
によるペナルティは生じない）。全教職員に受講
を義務付ける形でのジェンダー関連の研修の実施
は本学においては本研修が初めてであった。な
お、本稿の著者である伊藤は前述したジェンダー・
ジャスティス研修 WG 座長、小川、中野、安東は
同 WG のメンバーであった。後にジェンダー・エ
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クイティ推進オフィスのメンバーとなった久保
は、調査結果の分析から本調査に参加した。

（1）研修の内容
「 誰 に で も あ る 思 い 込 み と 向 き 合 う

（Understanding Our Own Bias）」と題した本研修
は、オンライン上で約 10 分間の動画（日本語版
または英語版）を視聴し、その後確認テストに解
答するという形式のものである。研修動画の内容
は学内限定で展開しているため、本稿では要点の
みを記す。

・‌�多様性には様々な側面があるが、本研修では
「主にジェンダーを通して見たバイアス」に

ついて触れる。
・‌�2020 年度に東京大学が実施した「ダイバー

シティに関する意識と実態調査」の結果を示
しながら、数値としては意識の変化が生まれ
てきているが、自由記述欄を見ると無意識レ
ベルでのジェンダー・バイアスがまだ根付い
ていることが示唆されている。

・‌�無意識のバイアスについての説明：私たち誰
もが持っている、潜在的な観念や態度、自分
では気が付いていないものの見方や捉え方の
偏り、思い込みで、自動的に発動されるもの。

・‌�無意識のバイアスの具体例：①人事評価、②
好意的差別、③過剰な配慮、④ステレオタイ
プの脅威、⑤マイクロ・アグレッション。

・‌�無意識のバイアスへの気づきと対応：まず
は「自分はバイアスを持っている」と気づく
ことが大事。その方法として、IAT（Implicit 
Association Test; 潜在連合テスト）を受けた
り、様々な背景を持つ人と対話をしたりする
ことが挙げられる。また、バイアスは強いス

トレス下で強まることが分かっているので、
心に余裕を持つことも重要である。そして、
判断の基準を明文化することも無意識のバイ
アスの人事評価などへの影響を防ぐことがで
きる。

（2）意識調査アンケートの設問項目
本調査では、研修を通して受講者の意識がどの

ように変容するかについて検証することを目指し
た。意識の変化の中でも、研修の直接的な効果を
見る場合は理解度を確認するためのテストのよう
な形式のアンケートになり、その場合研修後にア
ンケートに回答する方が良い結果になることが
当然と考えられるので、そのような直接的な設
問は避けた。Q1 ～ Q13 の設問のうち、Q1 ～ Q7
は 2020 年度に調査結果を公表した「東京大学に
おけるダイバーシティに関する意識と実態調査」

（東京大学 , 2022）での設問項目をもとに、Q8 ～
Q13 は内閣府男女共同参画局が 2022（令和 4）年
度に公表した「性別による無意識の思い込み（ア
ンコンシャス・バイアス）に関する調査研究」（内
閣府，2022）の設問項目をもとに作成した。前
者は、研修とは直接的に関係ない意識に関する設
問を立てることで、研修を通して間接的に「抽象
的レベル」で受講者の意識変容に効果があるか明
らかにするために採用された。また、Q1 ～ Q7
の分析を通し、抽象的レベルでの効果がない場合、
研修内容との間接的な関連の有無によって、研修
の効果に差があるかどうか検証することも第二の
目的とした。このことから Q8 ～ Q13 の設問項目
については、研修テーマと比較的関連性が高いも
のとなっている。

意識調査アンケートは日英併記の形式で実施し
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た。回答者は、表− 2 に示した Q1 ～ Q13 の設問
に対し、「そう思う（I agree）」、「ややそう思う

（I somewhat agree）」、「どちらとも言えない（I 
neither agree nor disagree）」、「あまりそう思わ
ない（I somewhat disagree）」、「そうは思わない（I 
disagree）」の 5 つの項目から選び、回答した。

4.	調査方法と基礎統計

本調査は、東京大学で教職員向けに実施した本
研修の効果を意識調査アンケートの分析を通し検
証することを目的とした。研修を受講した教職員
のうち、意識調査アンケートの回答に同意した受
講者のみがそれに回答した。また、本調査は東京
大学倫理審査専門委員会の承認を得て実施した。
調査方法と基礎統計データの詳細は次の通りであ
る。

（1）調査方法
調査方法は以下の通りである。
①　‌�2023 年 9 月～ 10 月にかけて、教職員向け

の情報ポータルサイトなどを利用し、全教
職員（2023 年 9 月 1 日時点の在職者）を対
象とした e-learning による本研修の受講を
周知した。対象者は 17,352 人（在籍者数
から休暇・休業・他機関出向などの理由で
の受講除外者の数を除いた数）であり、そ
のうち、本研修の受講者は 13,146 人、未
受講は 3,694 人であった。受講の有無は学
内の人事サービスサイトを利用して確認し
た。

②　‌�受講は事前申し込みによって受講URLを送
付する形としており、事前申込者を無作為

に【A 群】（研修受講前に意識アンケート
を受けるグループ）と【B 群】（研修受講
後に意識アンケートを受けるグループ）に
分け、 本研修 のリンクを記載したメールを
送付した。

③　‌�本研修のリンクを受け取った教職員は期間
内に日本語または英語で受講した。【A 群】
は、意識調査アンケート→研修動画視聴→
確認テスト→研修改善のためのアンケー
ト、【B 群】は、研修動画視聴→確認テス
ト→研修改善のためのアンケート→意識調
査アンケートの順番に受講した。なお、意
識調査アンケートは回答に同意をした教職
員のみから回答を得た（受講者 13,146 名
中 10,036 名が回答，回答率は 76.3%）。

④　‌�全回答（10,036 件）の内訳は【A 群】4,228
ケース（男性 2,010 ケース、女性 2,067 ケー
ス、その他・回答しない 151 ケース）、【B 群】
3,657 ケース（男性 1,678 ケース、女性 1,805
ケース、その他・回答しない 174 ケース）、

【対象外】2,151 ケースのうち、【A 群】お
よび【B 群】の結果を分析対象とした。【対
象外】の 2,151 ケースは、研修前と研修後
の回答振り分けが設計ミスによりできてい
なかったため、分析対象から除外した。

⑤　‌�意識調査アンケートを研修受講前に答えた
【A 群】と研修受講後に答えた【B 群】の結

果を比較することにより、本研修の効果を
検証した。

（2）基礎統計
回答者の基礎統計を表− 1 に示す。Microsoft 

Forms 上の回答数は A 群 4,228 ケース、B 群 3,657
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図－ 1．性別×属性ごとの回答

ケースであった。回答率は A 群が 62.7%、B 群が
55.5% と少差があった。A 群と B 群で回答数の差
がある要因として、A 群では研修の一環として捉
えて回答したケースが多かったのに対し、B 群で
は研修後であったために回答率が下がったと推測
される。回答者の性別、属性、年代の割合につ
いては A 群と B 群で大きな差はなかった。A 群と
B 群ともに属性では 6 割以上が職員による回答と
なっている。また、年代では 30 ～ 50 代の層から
の回答がそれぞれ 25% 前後と厚くなっている。

性別×年代の分布は男女で大きな差はなかった
が、性別×属性では、教員においては男女比が A
群・B 群ともに約 8：2、職員においては男女比が
A 群 B 群ともに約 3：7 と属性における男女の割合
の差があった。これは在籍者の男女比をおおよそ
反映した結果となっている。

5.	アンケート回答結果

本調査では、各設問に対する「そう思う」「や
やそう思う」「どちらとも言えない」「あまりそう
は思わない」「そうは思わない」の 5 段階の回答
を賛成（「そう思う」＋「ややそう思う」）、中立（「ど

ちらとも言えない」）、反対（「あまりそうは思わ
ない」＋「そうは思わない」）の 3 つに分けた。

基礎統計（表− 1）で示したように、本調査の
回答者の属性ごとの男女比を見ると、教員の男女
比は 8：2 で男性が、職員は 3：7 で女性の方が多く、
属性ごとの性別に差があった。そのため、男女×
属性別で回答結果を個別に見たところ、女性×教
員のグループの回答にある傾向が見られた。それ
は、他のグループと比べて女性×教員のグループ
の回答は「中立」の % が低く、「反対」の % が高
いということである（図−１）。このことは、女
性教員のジェンダー規範やジェンダー役割問題に
対する意識が高いことを示唆しており、同じ性別
でも属性ごとに回答の傾向が異なることが分か

表－ 1.　基礎統計：性別×属性�

男性 女性 その他・ 
答えたくない 合計 N

事前（A） 教員 75.6 19.5 4.9 100.0 1,449
職員 32.3 64.8 2.9 100.0 2,650
その他・答えたくない 45.0 51.9 3.1 100.0 129
合計 47.5 48.9 3.6 100.0 4,228

事後（B） 教員 75.3 19.1 5.6 100.0 1,191

職員 31.2 64.5 4.4 100.0 2,389

その他・答えたくない 46.8 49.4 3.9 100.0 77

合計 45.9 49.4 4.8 100.0 3,657
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る。なお、本稿では紙幅の都合上、属性・性別と
もに「その他・回答しない」と回答した者につい
ては、分析対象から除外した。

性別×属性ごとのグループで回答の傾向に差が
あることを前提に、本研修の効果検証の結果を見
ることとする。本調査では「男性」や「女性」が
入っている設問項目もあることから、男女別で回
答の差があると予測されたため、男女に分けて A
群（意識調査アンケートを研修前に受けたグルー
プ）と B 群（意識調査アンケートを研修後に受け
たグループ）の回答をそれぞれ分析した。表− 2
に示す通り、各設問はバイアスを含む見解に同意
するかどうかを尋ねているので、A 群と B 群を比
較した時、B 群の方が賛成の割合が少ない場合と
B 群の方が反対の割合が多い場合は、研修にプラ
スの効果があったとみなすことができると考えら
れる。逆に、B 群の方が賛成の割合が多い場合と
B 群の方が反対の割合が少ない場合は、研修にマ
イナスの効果があったとみなすことができる。各
設問項目の回答結果は表− 2 に示す。

結果として、男女別の回答で A 群と B 群の差
を見たとき、全体としては特定の傾向は見られ
なかったが、± 5% 以上の差があった設問項目も
Q4（男女ともに B 群の方で反対が少ない）、Q8（男
性で B 群の方で反対が多く、女性で B 群の方で賛
成が少ない）、Q9（男性において B 群の方が反対
が多い）といくつかあった。Q4、Q8、Q9 に共通
している点は、本研修の内容と具体的な関連を持
つ項目だということである。

Q4 に関しては、男女ともに B 群の方で反対が
5% 以上少なく、マイナスの効果が出ている結果

となっている。これは、研修内で「同じ能力を持っ
ていても男性名か女性名かで評価が異なる」と
いう趣旨の先行研究（Moss-Racusin et al.,  2012）
について触れており、「相手が女性か男性かで、
おのずと仕事や研究への期待や要求に違いが出て
くる」という設問内容について、自身の見解とい
うよりも「事実としてそのような違いが観察され
ている」という趣旨で回答した可能性が高いため、

「研修内容への理解」という点で見るとポジティ
ブな結果だと考えることもできる。

また、Q8 と Q9 の回答においては、全体の回答
結果を見ると研修のプラスの効果を示唆していた
が、性別ごとに見ると男性は反対が B 群で多い一
方で、女性は賛成が B 群で少ないというように男
女で回答の差に傾向が見られた。そのため、性別
×属性ごとの回答を見たところ、女性の回答にお
いて、教員と職員では A 群と B 群の回答の差に違
いが見られた（表− 3）。女性教員は A 群と B 群で
賛成の値に差がなく、反対は B 群の方が少ない。
一方で、女性職員は B 群の方で賛成が少なく、反
対が多い。男性においては、属性による A 群と B
群の回答の差は教員職員ともに B 群の方で賛成が
少なく、反対が多かった（表− 4）。ここでも女
性教員の回答に他のグループとの違いが見られ
た。具体的な理由については本調査では明らかに
はできていないが、Q8 と Q9 に見られた「研修の
プラスの効果」は、ジェンダー関連の意識が女性
教員ほど高くないと考えられる女性職員、男性教
職員の間で高かったと言える。
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表－ 2．各設問項目の結果�
男性 女性

賛成 中立 反対 N 賛成 中立 反対 N
Q1_‌�性的なジョークや話題は、人

間関係を円滑にする。
事前（A） 4.4 15.9 79.7 2,010 1.9 9.9 88.1 2,067
事後（B） 7.0 20.3 72.7 1,678 3.5 12.3 84.2 1,805

合計 5.6 17.9 76.5 3,688 2.7 11.0 86.3 3,872
Q2_‌�女性には「女らしさ」が、男

性には「男らしさ」が求めら
れて当然だ。

事前（A） 11.3 20.8 67.9 2,010 6.7 17.1 76.2 2,067
事後（B） 11.1 19.8 69.1 1,678 6.1 18.9 75.0 1,805

合計 11.2 20.3 68.5 3,688 6.4 17.9 75.6 3,872
Q3_‌�東京大学学部学生の男女比が

8：2 であるのは、男女の学力
の差が原因である。

事前（A） 7.1 15.6 77.3 2,010 5.9 18.9 75.2 2,067
事後（B） 7.9 16.0 76.1 1,678 7.5 20.6 71.9 1,805

合計 7.4 15.8 76.8 3,688 6.6 19.7 73.7 3,872
Q4_‌�相手が女性か男性かで、おの

ずと仕事や研究への期待や要
求に違いが出てくる。

事前（A） 14.3 14.8 70.8 2,010 20.4 17.4 62.2 2,067
事後（B） 17.5 17.2 65.4 1,678 26.9 20.2 53.0 1,805

合計 15.8 15.9 68.4 3,688 23.4 18.7 57.9 3,872
Q5_‌�異性と交際するのがあたりま

えだと思う。
事前（A） 31.7 25.1 43.2 2,010 13.8 24.2 62.0 2,067
事後（B） 27.5 26.3 46.2 1,678 10.5 23.5 66.0 1,805

合計 29.8 25.7 44.6 3,688 12.2 23.9 63.9 3,872
Q6_‌�性別を男性か女性かの 2 つに

分けることは、あたりまえだ
と思う。

事前（A） 36.3 24.1 39.6 2,010 19.9 26.5 53.6 2,067
事後（B） 32.7 25.6 41.7 1,678 15.7 27.4 56.9 1,805

合計 34.7 24.8 40.6 3,688 17.9 26.9 55.1 3,872
Q7_‌�出生時に割り当てられた性別

を変えるべきではない。
事前（A） 14.4 27.0 58.6 2,010 7.0 22.7 70.3 2,067
事後（B） 13.9 27.1 59.0 1,678 6.0 25.4 68.6 1,805

合計 14.2 27.0 58.8 3,688 6.5 23.9 69.6 3,872
Q8_‌�育児期間中の女性は重要な仕

事を担当すべきでない。
事前（A） 15.3 26.8 57.9 2,010 14.3 27.6 58.1 2,067
事後（B） 11.6 24.7 63.6 1,678 9.2 29.4 61.4 1,805

合計 13.6 25.9 60.5 3,688 11.9 28.4 59.6 3,872
Q9_‌�育児期間中の男性は重要な仕

事を担当すべきでない。
事前（A） 13.2 27.5 59.4 2,010 10.0 26.9 63.1 2,067
事後（B） 9.4 25.3 65.3 1,678 6.8 29.3 63.9 1,805

合計 11.5 26.5 62.0 3,688 8.5 28.0 63.5 3,872
Q10_‌�男性は家庭より仕事を優先

するべきだ。
事前（A） 4.2 23.2 72.6 2,010 4.0 20.0 76.0 2,067
事後（B） 4.9 21.9 73.1 1,678 2.5 22.3 75.2 1,805

合計 4.6 22.6 72.8 3,688 3.3 21.0 75.6 3,872
Q11_‌�女性は家庭より仕事を優先

するべきだ。
事前（A） 1.4 26.6 71.9 2,010 1.4 25.2 73.4 2,067
事後（B） 1.1 25.6 73.3 1,678 1.5 26.3 72.2 1,805

合計 1.3 26.2 72.6 3,688 1.4 25.7 72.8 3,872
Q12_‌�家事・育児は女性の方が向

いている。
事前（A） 21.8 26.6 51.5 2,010 17.8 26.2 56.0 2,067
事後（B） 19.5 25.7 54.7 1,678 15.7 26.4 58.0 1,805

合計 20.8 26.2 53.0 3,688 16.8 26.3 56.9 3,872
Q13_‌�組織のリーダーは男性の方

が向いている。
事前（A） 6.7 25.9 67.4 2,010 6.7 21.9 71.4 2,067
事後（B） 6.7 26.7 66.6 1,678 7.1 23.5 69.4 1,805

合計 6.7 26.3 67.0 3,688 6.9 22.6 70.4 3,872
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6.	 結論

本 稿 で は、 東 京 大 学 全 教 職 員 を 対 象 と し た
2023 年度ジェンダー・エクイティ研修「誰にで
もある思い込みと向き合う」を通して、研修前に
アンケートに回答したグループと研修後に回答し
たグループの意識の違いについて分析を行うこと
で、本研修の効果を検証した。結果として、男女
別での回答結果を見たとき、研修の効果があった
と見られる設問項目もあれば、そうでない項目も
あった。一つの研修で受講者の大幅な意識変容を
促すことは難しく、多方面からのアプローチの重
要性も考えられる。また、性別×属性ごとのグルー
プごとの回答（研修前後の平均値）を比較した結
果、女性教員のジェンダー規範やジェンダー役割
問題に対する意識が高いことを示唆しており、今
後のジェンダー関連の研修において、意識変容を

促す内容に関しては女性教員以外のグループへの
アプローチがより重要であることが明らかになっ
た。

本調査においては、本研修が受講者の意識にど
のように影響したかという点を軸に効果を測定し
たが、受講した構成員の行動や東京大学の構造の
変容という点についても経年観察が必要である。
他方、内閣府男女共同参画局が実施した「令和
4 年度　性別による無意識の思い込み（アンコン
シャス・バイアス）に関する調査研究」と本調査
の結果を比較すると、本学でのジェンダー役割に
関する意識は社会一般と比較して平等であると言
える。例えば「育児期間中の⼥性は重要な仕事を
担当すべきでない」について、内閣府調査では男
性 33.8%、女性 33.2% が賛成の回答（「そう思う」
＋「ややそう思う」）をした一方で、本調査では
研修前（Ａ群）の回答においても、男性 15.3%、

表－ 3.　Q8 と Q9 に対する女性教員と女性職員の回答結果�
女性教員 女性職員

賛成 中立 反対 N 賛成 中立 反対 N
Q8_‌�育児期間中の女性は重要な仕

事を担当すべきでない。
事前（A） 8.1 19.4 72.4 283 15.3 29.0 55.7 1,717
事後（B） 7.9 22.5 69.6 227 9.4 30.5 60.1 1,540

合計 8.0 20.8 71.2 510 12.5 29.7 57.8 3,257
Q9_‌�育児期間中の男性は重要な仕

事を担当すべきでない。
事前（A） 7.4 18.4 74.2 283 10.3 28.2 61.5 1,717
事後（B） 8.4 22.5 69.2 227 6.5 30.5 63.1 1,540

合計 7.8 20.2 72.0 510 8.5 29.3 62.2 3,257

表－ 4.　Q8 と Q9 に対する男性教員と男性職員の回答結果�
男性教員 男性職員

賛成 中立 反対 N 賛成 中立 反対 N
Q8_‌�育児期間中の女性は重要な仕

事を担当すべきでない。
事前（A） 11.9 25.9 62.2 1,095 20.0 28.4 51.7 857
事後（B） 9.1 22.9 68.0 897 14.8 27.1 58.1 745

合計 10.6 24.5 64.8 1,992 17.5 27.8 54.7 1,602
Q9_‌�育児期間中の男性は重要な仕

事を担当すべきでない。
事前（A） 10.3 27.3 62.4 1,095 16.9 28.2 54.8 857
事後（B） 8.4 22.7 68.9 897 10.9 28.5 60.7 745

合計 9.4 25.3 65.3 1,992 14.1 28.3 57.6 1,602
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女性 14.4% が賛成と回答した。「組織のリーダー
は男性の方が向いている」については、内閣府
調査では男性 26.1%、女性 20.9% に対し、研修前

（Ａ群）の回答において男女ともに 6.7% であった。
今後は、学内の意識を客観的に分析するためにも、
学外で実施されている調査との比較も必要となる
だろう。

最後に、ダイバーシティ研修の取り組みとそれ
を成功させるためには、組織のトップがダイバー
シティを支持する姿勢が重要だという主張もある

（Rynes & Rosen, 1995）。そのため、東京大学では、
全教職員向けの研修に加え、役員を対象とした研
修も 2023 年度から実施している。また、ジェン
ダーにとどまらず、さらなるダイバーシティ＆イ
ンクルージョン関連の研修の充実に向け、多様性
包摂共創センターを中心に議論を進めている。1
つの研修ですべての問題が解決するとは考えにく
いため、多方面からの研修を継続的に進めていく
ことで、意識、行動、構造にどのような変化が起
こるのか、それらに効果的な研修アプローチは何
なのか、これからも調査を続けていきたい。
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